
資料１

災害廃棄物対策の推進について災害廃棄物対策の推進について

平成２９年２月７日

環境省環境省
災害廃棄物対策室

本 内容本日の内容

○平成28年熊本地震への対応について○平成28年熊本地震 の対応について

○国、自治体による対策の強化について

○災害廃棄物処理支援ネットワーク(D.Waste-Net)について
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平成28年熊本地震への対応について
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・平成28年４月14日21時26分、熊本県熊本地方を震央とする、震源の深さ11km、
マグニチュード6.5の地震(前震)が発生。熊本県益城町で震度７を観測。

・平成28年４月16日１時25分、熊本県熊本地方を震央とする、震源の深さ12km、
マグニチュード7.3の地震(本震)が発生。熊本県西原村と益城町で震度７を観測。
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災害名 発生年月 災害廃棄物量 損壊家屋数 処理期間

災害廃棄物の発生量（推計量）

東日本大震災 H23年3月
3100万トン

（津波堆積物1100万
トンを含む）

全壊：118,822
半壊：184,615

約3年
（福島県を除く）

阪神・淡路大震災 H7年1月 1500万トン

全壊：104,906
半壊：144,274
一部損壊：390,506
焼失：7,534

約3年

熊本地震
（熊本県）

H28年4月 316万トン(※1)

（推計値）

全壊：8,339(※2)

半壊：31,847(※2)

一部損壊：137,295(※2)
2年(※1)

全壊 3 175

新潟県中越地震 H16年10月 60万トン
全壊：3,175
半壊：13,810
一部損壊：103,854

約3年

全壊：179

広島県土砂災害 H26年8月 58万トン
半壊：217
一部損壊：189
浸水被害：4,164

約1.5年

全壊：50

伊豆大島豪雨災害 H25年10月 23万トン
全壊：50
半壊：26
一部損壊：77

約1年

関東・東北豪雨
H27年9月 5万2千トン

全壊：53
半壊 5 054 約1年

関東 東北豪雨
（常総市）

H27年9月 5万2千トン 半壊：5,054
浸水被害：3,220

約1年

5
(※1)災害等廃棄物処理事業費補助金の査定に当たり市町村が推計した災害廃棄物発生量の合計
(※2)平成28年11月29日現在（被災棟数については、現在も調査中であるため、変動する見込み）

被害の状況

県名 全壊 半壊 一部損壊

熊本県 棟 棟 棟

○家屋の被害状況 平成28年11月29日現在

熊本県 8,339棟 31,847棟 137,295棟

大分県 9棟 202棟 7,239棟

宮崎県 - 2棟 20棟宮崎県 2棟 20棟

福岡県 - 1棟 230棟

○熊本県内 般廃棄物処理施設の被害状況○熊本県内、一般廃棄物処理施設の被害状況

区分 熊本県内の
施設数

被害が確認された
施設数

稼働停止施設数
（Ｈ28.8.30時点）

ごみ焼却施設 25施設 5施設 -

ごみ固形燃料
（ＲＤＦ）化施設

2施設 1施設 -

し尿処理場 21施設 5施設 1施設

6

し尿処理場 21施設 5施設 1施設

最終処分場 25施設 - -



○ごみ焼却施設の被害状況 平成28年8月30日現在

現在の
団体名 施設名 被災状況等 復旧時期

現在の
稼働状況

・ボイラー破損のため焼却炉（1号炉）停止。
号炉が復旧したためごみの受入れを開始

熊本市 東部環境工場
・2号炉が復旧したためごみの受入れを開始。
（5月1日）

・1号炉については5月16日夜から立ち上げ作
業を開始し、17日より廃棄物の処理を開始。

5月17日 ○

宇城広域連合 宇城クリーンセンター
・配管破損のため2基のうち1基停止したが、4
月25日に復旧。

4月25日 ○

御船町甲佐町

衛生施設組合

御船甲佐クリーンセンター

（１号炉・２号炉）

・建屋損傷及び焼却施設の一部損傷のため
稼働停止していたが復旧。 7月25日 ○

益城、嘉島、西原
環境衛生施設組

益城クリーンセンター

（１号炉・２号炉）

・建屋及び焼却施設の損傷のため稼働停止。
・5月23日より試運転を行い、5月30日に全能 5月30日 ○

合
（１号炉 ２号炉）

力復旧

菊池環境保全組
合

東部清掃工場
（ 号炉及び 号炉）

・電気系統、炉の損傷のため稼働停止 4月21日 ○
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合 （１号炉及び２号炉）
電気系統、炉の損傷のため稼働停止 4月21日 ○

○ごみ固形燃料（ＲＤＦ）化施設の被害状況

団体名 施設名 被災状況等 復旧時期
現在の

平成28年8月30日現在

団体名 施設名 被災状況等 復旧時期
稼働状況

阿蘇広域

行政事務組合

大阿蘇環境センター未来館

（１号機 ２号機）
・施設の損傷のため稼働停止していたが、設
備は復旧

8月2日 ○
行政事務組合 （１号機・２号機） 備は復旧。

菊池市 エコーヴィレッジ旭
施設の損傷のため稼働停止したが、4月19日
に再稼働。

4月19日 ○
に再稼働。

団体名 施設名 被災状況等 復旧時期
現在の

○し尿処理施設施設の被害状況

団体名 施設名 被災状況等 復旧時期
稼働状況

熊本市
秋津浄化センター

地中埋管が破損したため、稼働停止中。
（地中埋管からの漏水防止済み。）

不明 ×

中部浄化センター ・配管が損傷するも稼働（4月19日） ― ○

宇城広域連合 浄化センター
・地中埋管が破損したため、3/4の処理漕が停
止したが、4月25日に復旧

4月25日 ○

御船地区衛生施
設組合

環境クリーンセンター
・停電するも自家発電により稼働。放流刊が破
損したものの4月19日には修復済み
・4月20日より、再開に向けて試運転を開始。

4月22日 ○
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阿蘇広域行政事
務組合

大阿蘇環境センター蘇水館
・配管が破損したため稼働停止していたが、4月
27日に試運転を開始。4月28日に復旧。

4月28日 ○



平成２８年熊本地震：仮置場の状況（熊本市）（平成28年5月撮影）

集積された生活ごみ
ごみステーションに排出された

生活ごみや片付けごみが往来の支障に
清掃工場の被災により処理できず

施設内に集積された状態の生活ごみ

積み上げられた災害廃棄物

9県内からの支援に加え、必要に応じて県外の支援を要請

災害時の廃棄物対策のポイント
○し尿○し尿

→し尿処理業界等からの収集の応援
→し尿処理施設の復旧、広域連携

○片付けごみ（災害廃棄物）
●集積所等からあふれ、車や人の往来の支障に

固形 般廃棄物業界 他市町村等からの応援

初
期

→固形一般廃棄物業界、他市町村等からの応援
による収集体制の確立（仮置場等への搬入）

○生活ごみ・避難所ごみ

対
応

○生活ごみ 避難所ごみ
●集積所等で悪臭やハエの発生、景観の悪化

→他市町村等からの収集の応援
→廃棄物処理施設の復旧 広域連携→廃棄物処理施設の復旧、広域連携

○災害廃棄物中
●生活再建・復興の支障
→仮置場の設置と集積
→発生量の推計

中
長
期
対
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発 量の推計
→災害廃棄物処理体制の確立
→広域処理体制の構築

対
応
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環境省 熊本地震関係対応体制図

★現地 廃棄物関係★
【現地 廃棄物対策チーム総括】

★現地・廃棄物関係★

★本省★
【4月15日～】
※8月1日より 県庁から九州地方環境事務所に支

廃棄物・リサイクル対
策部

情報
共有

※8月1日より、県庁から九州地方環境事務所に支
援拠点を移転

熊本県廃棄物支援チーム
（環境省5～10名）

廃棄物対策課
災害廃棄物対策室【4月15日～7月29日】

D.Waste-Net
（2 6名）

【4月18日～24日】

大分県廃棄物
支援チーム

【4月18日～28日】

福岡県廃棄物
支援チーム

（2～6名）
（熊本県庁他）

支援チ ム
（環境省 3名, 他1名）

（大分県庁）

支援
（環境省 3名）
（福岡事務所）

【4月27日～6月25日】

熊本市廃棄物支援チーム
（環境省 2名）（熊本市役所）

【5月6日～7月11日】

益城町廃棄物支援チーム
（環境省 1名）（益城町役場他）

【4月15日～8月31日】
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【4月15日 8月31日】

現地対策本部リエゾン
（環境省 1～2名）（熊本県庁）

熊本地震における環境省の取組（災害廃棄物）

① 現地への職員の派遣① 現地 の職員の派遣
→前震発生の翌日（4月15日）から環境省職員を現地（災害対策本部、熊本県、
熊本市、益城町、大分県、福岡県）へ派遣し、情報収集や被災自治体への助言・
指導を実施

▲一次仮置場で分別を指導する環境省職員

②－１ し尿
→し尿の収集・運搬に関して、し尿処理業界団体に協力を要請
（避難所等に設置された仮設トイレ等にバキ ムカ を派遣）（避難所等に設置された仮設トイレ等にバキュームカーを派遣）

②－２ 生活ごみ・避難所ごみ・片付けごみ
→固形一般廃棄物業界、他市町村等からの応援を要請
（パッカー車の派遣・ごみの広域的な受入処理）

片付 ご 処 市 村 助言 指導を実施

③ 災害廃棄物
→災害廃棄物処理事業における地方の財政負担の軽減を実施（公費解体を補助対象化、阪神・淡路大震災と同等
以上の財政支援を実施）

→片付けごみの処理について、市町村への助言・指導を実施 ▲固形一般廃棄物業界からの収集・運搬の応援

以上の財政支援を実施）
→仮置場の設置・運営と集積に関する助言（分別の実施）
→災害廃棄物の発生量の推計及び処理方針の提案
→災害廃棄物処理体制の確立の支援
→県外の自治体あるいは民間事業者による広域処理体→県外の自治体あるいは民間事業者による広域処理体
制の構築・受入先の調整

12
▲倒壊した家屋の解体・撤去の様子 （左）撤去前（右）撤去後

▲二次仮置場の様子
12



一次仮置場の確保と管理

○熊本県内30か所（11/30時点）

○最大時の60か所（7/19時点）か/
ら、大幅に減少。

▲益城町の一次仮置場（益城町中央小学校跡
地）の様子（10/6時点）

・可燃物、家電、コンクリート等、搬入時から数
種類に分別して保管。

※分別した方が、処理期間の短縮やコストの
面でも有利
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菊池市
市

二次仮置場について
二次仮置場とは 市

玉名市

玉東町 大津町合志市

処理施設を設置して災害廃棄物の中間処理（破砕、選別
、焼却等）を行うほか、被災現場や一次仮置場から運搬さ
れた廃棄物や 選別後の廃棄物を一時的に保管する機

⑤

二次仮置場とは

熊本市

菊陽町

益城町

西原

れた廃棄物や、選別後の廃棄物を一時的に保管する機
能を併せ持つ場所のこと。 ④ ②

①
①の熊本県設置の 次仮置場に いて

熊本市
益城町

嘉島町

御船町

宇土市

熊本県が７市町村（宇土市、嘉島町、甲佐町、益城町、御
船町、南阿蘇村、西原村）から事務委託を受けて益城町
区域内に設置するも

③

①の熊本県設置の二次仮置場について
⑥

甲佐町

宇土市区域内に設置するもの。

設置主体 名称 所在地 面積(ha) 排出区分

① 熊本県 二次仮置場 益城町小谷 ９．８
コンクリートがら、
瓦、木くず、混合物

② 戸島仮置場 東区戸島町 ８．２ 片付けガレキ②

熊本市

戸島仮置場 東区戸島町 ８．２ 片付けガレキ
解体ガレキ③ 城南町仮置場 南区城南町下宮地 ０．５

④ 扇田環境センター内 北区釜尾町 ９．１
解体ガレキ解体ガレキ

⑤ 民間最終処分場内 北区楠野町 ２．０

⑥ 熊本港の埋立地 熊本市西区新港 約４．０ 平成29年2月設置予定 1414



災害廃棄物処理のスケジュール

平成29年平成28年 平成30年平成29年

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1・・・12 1 2 3 4 5

熊本県災害廃棄物
処理実行計画

災害廃棄物の撤去

平成28年 平成30年

策定

被災現場からの撤去

進捗管理を実施
災
害災害廃棄物の撤去

家屋等解体
（公費解体）

一次仮置場

被災現場からの撤去

既存の処理施設、リサイクル施設及び二次仮置場等へ順次搬出

損壊家屋等解体

害
廃
棄
物
処
理次仮置場

二次仮置場 設計・施設整備・中間処理実施（再生品及び残さの搬出） 撤去・原形復旧

撤去・原形復旧 終
了

出典：熊本県災害廃棄物処理実行計画の概要、平成28年6月、熊本県

県内処理と広域処理
年 処 終 を 指 廃棄物 種類 県 処 能力が する場合 県外処 も行う

県内処理 県内処理・県外処理

・ｺﾝｸﾘｰﾄがら：破砕し、建設土木資材として再生利用する
・金属くず：鉄鋼材料等として再生利用する

・木くず：県内で破砕するが、木質チップの使用先・焼却先は県
内で処理能力不足が見込まれるため 県外処理（焼却等）も

○２年以内の処理終了を目指し、廃棄物の種類によって県内での処理能力が不足する場合は県外処理も行う。

・金属くず：鉄鋼材料等として再生利用する

・その他：家電ﾘｻｲｸﾙ法対象品目（ｴｱｺﾝ、ﾃﾚﾋﾞ、冷蔵庫、洗濯
機）は、家電ﾘｻｲｸﾙ法に沿って再生利用する

内で処理能力不足が見込まれるため、県外処理（焼却等）も
行う

・瓦類：県内で処理するとともに、リサイクルの観点から、県外
にてセメント材料としても利用する

・混合廃棄物：二次仮置場等で選別処理し、選別後の廃ﾌﾟﾗｽ混合廃棄物： 次仮置場等で選別処理し、選別後の廃ﾌ ﾗｽ
ﾁｯｸ等は、県内で処理能力不足が見込まれるため、県外処理
（焼却等）も行う
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平成28年熊本地震により発生した
災害廃棄物処理の進捗状況

（１）災害廃棄物の処理状況（平成28年11月末時点）

廃棄物発生推
計量（A）

処理量（B=C+D) 再生利用率
（C÷B）

処理進捗率
（B÷A）再生利用（C） 処分（D）

316万t 88万t 56万t 31万t 64% 28%

（２）損壊家屋等の公費解体の状況（平成28年12月末時点）

解体想定棟数 申請棟数（B） 解体済棟数（C） 解体進捗率解体想定棟数
（A）

申請棟数（B） 解体済棟数（C） 解体進捗率

C/A C/B

33,078棟 26,393棟 11,594棟 35% 44%

○解体家屋がれきの生活圏からの撤去完了には、（処理期間を２年とすると）短く見積もっても１年半
程度は要するものと想定程度は要するものと想定。

※常総市水害では１年の災害廃棄物処理期間の内11か月間、中越地震では３年の処理期間の内、２
年半まで解体期間を要した。

16



主な広域処理の実施状況

○混合廃棄物
熊本市の仮置場の混合廃棄物を三重県の民間の廃棄物処理施設にて広域処理を実施（6月10

日～8月8日 計約1万7千トン）。

○瓦くず
大津町の仮置場の瓦くずを福岡県のセメント工場にて広域処理を実施（8月4日～18日計約650

）トン）。

○木くず
熊本市の仮置場の木くずを神奈川県川崎市の 般廃棄物処理施設で広域処理を実施（9月16熊本市の仮置場の木くずを神奈川県川崎市の一般廃棄物処理施設で広域処理を実施（9月16

日～ １日20トン）。

災害廃棄物の鉄道輸送

三重県の民間施設への
海上輸送

神奈川県川崎市の
一般廃棄物処理施設での

広域処理 17

国 自治体 よる対策 強化国、自治体による対策の強化について

18



災害廃棄物対策の推進の必要性
災害時には、様々な種類を含む廃棄物が、一度に大量に発生。

災害廃棄物の適正かつ円滑 迅速な処理は 生活環境の保全 公衆衛生の確保のために非常に重要災害廃棄物の適正かつ円滑・迅速な処理は、生活環境の保全・公衆衛生の確保のために非常に重要。

災害廃棄物の迅速な処理は、被災地域の早期の復旧・復興のために必要。

事例１
公園に集積された

災害廃棄物

事例２
道路端に集積された

災害廃棄物

事例３

自治体管理の仮置場に混合状態で
搬入された災害廃棄物災害廃棄物 災害廃棄物 搬入された災害廃棄物

事前の備えの充実が必要。
（災害廃棄物処理計画の策定や人材育成など）

事例４：自治体管理の仮置場に分別されて適正に管理されている災害廃棄物 19

策定済

災害廃棄物処理計画の策定状況（平成27年3月時点）

約17%は毎年見直しを実施 回答数:0
0%

策定済
現在策定中
今後、策定する予定
策定する予定はない

都道府県

約6%は毎年見直しを実施

回答数:12
26%

回答数:14
30%

回答数:21
45%

回答数 102
※計画策定済割合

H24…市町村11%
H26…市町村32%

都道府県21%
市区町村

約6%は毎年見直しを実施

回答数:693
40%

回答数:470
27%

回答数:453
26%

回答数:102
6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県21%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（策定済み・現在策定中・策定予定のうち）
単独で計画を策定している割合

回答数：81
6%

（現在策定中・策定予定のうち）
今後の策定時期５年以内

回答数：0
0%

その他

回答数:24
51%回答数:12

26%

回答数：9
19% 回答数：400

32%
回答数587

47%

その他
回答数：145

25%

１年以内
回答数：91

16%
１年以内

回答数：13
37%

その他
回答数：5
14%

都道府県

26%
回答数：1

2%

市区町村
回答数：70

6%

３年以内
回答数：164

28%
５年以内

回答数：117
20%

３年以内
回答数：17

49%

市区町村
20

単独で策定

単独で未策定
一般廃棄物処理計画に記載

単独で未策定
地域防災計画に記載

その他
都道府県



ブロック別の市区町村の災害廃棄物処理計画の策定状況

災害廃棄物処理計画の策定状況（平成27年3月時点）

策定済

現在策定中

今後、策定する予定

策定する予定はない

ブロック別の市区町村の災害廃棄物処理計画の策定状況

43%

45%

%

0%

2%

%

12%

18%

%

45%

35%

%

北海道ブロック

東北ブロック

東ブ 策定する予定はない34%

51%

44%

34%

5%

13%

3%

7%

36%

21%

28%

42%

25%

16%

26%

17%

関東ブロック

中部ブロック

近畿ブロック

中国四国ブロ ク 34%

37%

40%

7%

9%

6%

42%

27%

27%

17%

26%

26%

中国四国ブロック

九州ブロック

全国

策定済

0% 20% 40% 60% 80% 100%

太平洋側地域とそれ以外の地域の災害廃棄物処理計画の策定状況（市区町村別）

0% 20% 40% 60% 80% 100%
地域ブロックの定義

策定済

現在策定中

今後、策定する予定

策定する予定はない

※太平洋沿岸地域とは下の図の赤線

31% 18% 32% 19%太平洋沿岸

※太平洋沿岸地域とは下の図の赤線
に面している市町村を指す42%

40%

4%

6%

27%

27%

28%

26%

太平洋沿岸以外

合計

0% 20% 40% 60% 80% 100% 21

40% 6% 27% 26%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

太平洋側地域の
定義

○ 地域の災害廃棄物対策を強化すべく、地方環境事務所が中心となって、地域において廃棄物の処理

地域ブロック協議会等について

に関わり得る自治体や事業者等に、広く参画を呼び掛け、地域ブロック協議会または連絡会を全国
８箇所に設置。

○ 平時からの備えとして、地域ブロック別の災害廃棄物対策行動計画の策定を目指して、関係者間の
調整を行ったり 地域ブロックにおける共同訓練の開催に向けて まずは自治体が策定する処理計画調整を行ったり、地域ブロックにおける共同訓練の開催に向けて、まずは自治体が策定する処理計画
の策定に当たって助言、各自治体が行う訓練への協力を実施。

【地域ブロック協議会等の活動内容】
大規模災害発生時廃棄物対策

ブ

北海道

①地域ブロック協議会等の運営
②地域ブロック別の災害廃棄物対策行動

計画等の作成
③自治体等向けセミナー・見学の実施

近畿ブロック協議会（H27.1～）

大規模災害時廃棄物対策
北海道ブロック協議会（H27.11～）

滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県

③自治体等向けセミナ 見学の実施
④自治体の災害廃棄物処理計画策定支援
⑤地域ブロックにおける共同訓練の実施
⑥地域ブロック内における実態の基礎調

査・技術調査

東北地方ブロック災害廃棄物連絡会
（H26.8～）

災害廃棄物対策中国ブロック協議会
（H26 10～）

青森県、岩手県、宮城県、山形県、福島県

査 技術調査
⑦発災した災害に関する災害廃棄物処理

に関する記録集等の作成

（H26.10～）

大規模災害時廃棄物対策関東ブロック協議会
(H.26.11～）

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、
東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、静岡県

鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県

【構成】

災害廃棄物四国ブロック協議会
（H26.9～）

大規模災害時廃棄物対策中部ブロック協議会
（H26.10～）

富山県、石川県、福井県、長野県、岐阜県、
愛知県、三重県、静岡県

徳島県、香川県、愛媛県、高知県
【構成】
環境省、関係省庁地方支分部局、
都道府県、主要な市町村
地域の専門家 等

大規模災害時廃棄物対策九州ブロック協議会
（H27.7～）

福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県
※滋賀県は、近畿ブロック、中部ブロックの両方に参加。

※静岡県は、関東ブロック、中部ブロックの両方に参加。
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ﾌﾞﾛｯｸ 本年度の活動計画 行動計画

海道
・協議会を運営（計３回） ・今後策定予定

各地域ブロック協議会等における平成28年度の活動計画各地域ブロック協議会等における平成28年度の活動計画

北海道
協議会を運営（計３回）

・自治体・関連事業者向けセミナーを開催（計３回）
今後策定予定

東北
・連絡会を運営（計３回） ※次年度、連絡会から協議会に改組する予定
・災害廃棄物処理セミナーの開催（１回）
・『災害発生時における市町村の廃棄物関連事務の手引き』の作成

・今後策定予定

『災害発生時における市町村の廃棄物関連事務の手引き』の作成

関東

・協議会を運営（計２回）
・協議会の下に分科会を設置（ワークショップ形式での行動計画策定検討及び各種情報交換の実施：計２回）
・災害廃棄物処理計画作成モデル事業を実施（４市町が対象）
・災害廃棄物処理計画策定支援のための啓発交流会（出前講座）開催（２都県）

・案の策定

・「平成27年９月関東・東北豪雨による災害廃棄物処理記録」作成事業実施
・「常総市の災害廃棄物処理」振り返り検証の事業の実施
・「平成28年度熊本地震を踏まえた広域連携調査・検討業務実施

・協議会を運営（計２回）
自治体向けのセミナ を実施（計２回）

・第二版の策定

中部

・自治体向けのセミナーを実施（計２回）
・熊本地震における環境省現地支援チーム活動報告会の実施（計２回）
・情報伝達訓練の実施
・災害廃棄物処理計画作成モデル事業を実施（２市町が対象）
・大規模災害時における処理困難物適正処理モデル事業を実施（１県が対象）

近畿

・協議会を運営（計２回）
・府県ごとの意見交換会を実施（計３回）
・図上訓練を実施（２回）
・自治体向けのセミナーを実施
平成28年熊本地震に係る環境大臣感謝状伝達式及び支援自治体による意見交換会を実施

・骨子案の策定

・平成28年熊本地震に係る環境大臣感謝状伝達式及び支援自治体による意見交換会を実施
・災害廃棄物処理計画策定モデル事業を実施（３地域）
・災害時処理困難物適正処理モデル事業を実施（１地域）

中国
・協議会・幹事会の運営（中国・四国で各４回）
・災害廃棄物処理セミナーを開催（中国・四国で各１回）

・骨子案の策定

四国
災害廃棄物処理セミナ を開催（中国 四国で各１回）

・図上訓練を実施（中国・四国で各１回）

九州
・協議会を運営（計３回）
・災害廃棄物対策セミナーを実施（１回）

・計画の策定

１．背景及び目的

災害廃棄物対策推進検討会

氏名 所属等
毎年のように自然災害が発生している状況

を鑑み、全国各地で発生した非常災害を中
心に災害廃棄物処理に関する実績や取組事

氏名 所属等

浅利 美鈴 京都大学大学院地球環境学堂 准教授

大迫 政浩
国立環境研究所資源循環・廃棄物研究

例、得られた教訓等について整理し、関係者
への情報共有を行うとともに、災害廃棄物対
策に関する取組状況の確認及び諸課題に関
する対応の方向性に関する技術的助言等を

大迫 政浩
国立環境研究所資源循環 廃棄物研究
センター センター長

大塚 直 早稲田大学法学部 教授

する対応の方向性に関する技術的助言等を
行う。

２ 検討事項

勝見 武 京都大学大学院地球環境学堂 教授

貴田 晶子 愛媛大学 非常勤講師

京都 学 境安全保健機構 境 学２．検討事項

① 全国各地で発生した非常災害を中心に災
害廃棄物処理に関する実績や取組事例、得
られた教訓等の整理 指針等の点検

酒井 伸一
京都大学環境安全保健機構附属環境科学
センター センター長

佐々木 五郎 全国都市清掃会議 専務理事・業務執行理事
られた教訓等の整理、指針等の点検

② 災害廃棄物処理支援ネットワーク
（D.Waste-Net）のあり方、その実現方策等

③ 災害時の廃棄物処理を見据えた地域間協

島岡 隆行 九州大学大学院工学研究院 教授

中林 一樹
明治大学大学院政治経済学研究科
特任教授③ 災害時の廃棄物処理を見据えた地域間協

調のあり方

④ その他災害廃棄物処理システムや技術等
に関する事項

特任教授

平山 修久 名古屋大学減災連携研究センター 准教授

牧 紀男
京都大学防災研究所社会防災研究部門に関する事項 牧 紀男
教授

吉岡 敏明 東北大学大学院環境科学研究科 教授 24



技術・システム検討ＷＧの設置について
WG設置の目的

発災後速やかな災害廃棄物量および質の把握⼿法の⾼度化及び実績データの蓄積
⾸都直下地震等を想定した災害廃棄物の適正かつ迅速な処理技術・システムの⾼度化

主な調査 検討事項
①災害廃棄物の発⽣量及び要処理量の推計⼿法の⾼度化
災害廃棄物発⽣量及び要処理量の実績データベースの設計
災害 種類や市町村 特徴を把握 た上 災害廃棄物推計量と処理実績量 ⽐較 検証

主な調査・検討事項

災害の種類や市町村の特徴を把握した上での災害廃棄物推計量と処理実績量の⽐較・検証
目的別の災害廃棄物要処理量推計⼿法の検討及び推計に必要なデータの⼊⼿⽅法の検討
災害廃棄物処理を円滑に実施するための効果的なデータの蓄積・活⽤⼿法の検討

② 処理困難物の適正かつ円滑な処理のための災害廃棄物の質の把握及び情報共有⼿法の検討② 処理困難物の適正かつ円滑な処理のための災害廃棄物の質の把握及び情報共有⼿法の検討
発災時に求められるメッシュ単位での処理困難物の発⽣ポテンシャル量の推計⼿法の検討
処理困難物の⽣活環境や処理等への影響度の整理及び⾃治体等との情報共有⼿法の検討

③ 首都直下地震等を想定した災害廃棄物対策技術・システムの検討

WG委員

③ 首都直下地震等を想定した災害廃棄物対策技術 システムの検討
⾸都直下地震の被害想定を考慮した災害廃棄物の⼆次仮置場における中間処理技術・システムの検討
災害廃棄物処理事業の円滑化に資する情報管理のためのフォーマット及びデータ取得⽅法の検討

WG委員

勝見 武 京都大学大学院地球環境学堂 教授

河邊 安男 日本環境衛生センター 理事

宗 清生 国立環境研究所資源循環･廃棄物研究センター 災害環境マネジメント戦略推進オフィス宗 清生 国立環境研究所資源循環･廃棄物研究センタ 災害環境マネジメント戦略推進オフィス

高田 光康 日本廃棄物コンサルタント協会

永田 尚人 日本プロジェクト産業協議会 防災委員会 委員
（五十音順、敬称略）

25

地域間協調・指針検討WGの目的及び検討事項等

WG設置の目的

各自治体における災害対策の強化・促進を図るとともに、重層的な協力関係の構築に向けて、地域ブロッ
ク協議会の役割・機能の充実を図る。

全国各地で発生した非常災害を中心に、災害廃棄物処理に関する実績や取組事例、得られた教訓等か
ら災害廃棄物対策指針を点検し 各自治体における災害対策の強化 促進を図るら災害廃棄物対策指針を点検し、各自治体における災害対策の強化・促進を図る。

主な調査・検討事項

【検討事項１】 （都道府県・市町村）災害廃棄物対応の充実に向けた検討【検討事項１】 （都道府県・市町村）災害廃棄物対応の充実に向けた検討
災害廃棄物処理計画の策定状況及び計画の記載事項の整理
各自治体で取り組んでいる人材育成の整理
自治体間、自治体と民間団体の災害廃棄物処理に係る協定の整理

【検討事項２】 （地域ブロック）協議会の役割・機能の充実
関東・東北豪雨災害、熊本地震における地域ブロック協議会の活動事例の整理
地域ブロック内（外）での支援（受援）体制の構築に向けた課題の抽出

【検討事項３】 （環境省）災害廃棄物対策指針の点検

WG委員

【検討事項３】 （環境省）災害廃棄物対策指針の点検
災害廃棄物処理に関する実績や取組事例、得られた教訓等を整理
上記に加え、災害廃棄物処理計画策定経験者の意見も踏まえ、災害廃棄物対策指針を点検

浅利 美鈴 京都大学大学院地球環境学堂 准教授 藤吉 秀昭 日本環境衛生センター 副理事長

遠藤 守也 仙台市環境局 次長 松本 実
岩手県環境生活部
環境担当技監 兼 廃棄物特別対策室長

国立環境研究所 三重県環境生活部廃棄物・リサイクル課
多島 良

国立環境研究所
資源循環・廃棄物研究センター 研究員

山下 晃
三重県環境生活部廃棄物・リサイクル課
リサイクル推進班 主幹（班長代理）

林 篤嗣 広島市環境局業務部業務第一課 指導担当課長

※その他、検討内容に応じて適宜、地方自治体、廃棄物処理業界等を参集
（五十音順、敬称略）26



政府内での主な熊本地震の検証について

名 称 主 催 概 要

平成２８年熊本地
震に係る初動対応
検証チ ム

内閣官房

国の職員が被災地での実務を通じて得た経験・気づきを今後の災害対
応に活かすため、現地対策本部や被災者生活支援チームで活動した
関係府省の局⻑級を構成員とする「平成28 年熊本地震に係る初動対
応検証チ ム」を６月６日に立上げ 地方公共団体支援 避難所運営検証チーム 応検証チーム」を６月６日に立上げ、地方公共団体支援、避難所運営、
物資輸送の３分野を中心に検証

ナショナル・レジリ
減

４５の「起きてはならない最悪の事態」の項目毎に「熊本地震により発生
した事象」を整理し その発生事由について検討を行い その中で 個

エンス（防災・減
災）懇談会

内閣官房
した事象」を整理し、その発生事由について検討を行い、その中で、個
別施策の進捗の遅れや対応水準、既存施策の隙間の有無等がないか
の点検を実施

熊本地震を踏まえ 中央防災会議に設けられている防災対策実行会議の下にワーキング熊本地震を踏まえ
た応急対策・生活
支援策検討ワーキ
ンググループ

内閣府

中央防災会議に設けられている防災対策実行会議の下にワ キング
グループを設置し、熊本地震を教訓とし、「平成２８年熊本地震に係る
初動対応検証チーム」の検証結果も踏まえ、災害時における応急対
策・生活支援策の強化を検討ンググル

地方公共団体の受
援体制に関する検 内閣府

地方公共団体は平時から国、地方公共団体、民間企業、ボランティア
団体等からの人的・物的支援をいかに円滑に受け入れて、災害対応に
有効活用していくのか検討しておくとともに、受援体制を整備しておくた援体制に関する検

討会
内閣府 有効活用して くのか検討しておくとともに、受援体制を整備しておくた

め、熊本地震での教訓等も踏まえて、地方公共団体が受援体制を検討
するにあたって参考となるガイドラインを作成

熊本地震における 国土交通省や日本建築学会等が実施している現地調査に いて 幅熊本地震における
建築物被害の原因
分析を行う委員会

国土交通省
国土交通省や日本建築学会等が実施している現地調査について、幅
広い情報の収集・整理、建築物被害の原因分析を行い、熊本地震にお
ける建築物被害の原因を分析

災害廃棄物処理に関する⾃治体⽀援の課題と対応
○ 支援規模の推計と調整
（課題）し尿や生活ごみ、片付けごみの収集・運搬に関する現地支援の規模の推計やタイミングが災害

の種類や規模によって異なる。
（対応）災害時における 般廃棄物処理事業の継続性の確保に関する取組や受援に い 事前の備えを（対応）災害時における一般廃棄物処理事業の継続性の確保に関する取組や受援について事前の備えを

進める。

○ 人材育成、人員の確保、 員 保
（課題）平時から人員が不足しており災害時において他の自治体等から人員を充当することとなるため

、派遣された人員を含め、災害対応に当たる多くの人員を効果的にマネジメントする必要があ
る。危険物などが混在している場合があるため、専門知識や経験が必要である。

（対応）災害廃棄物処理セミナ を開催するとともに 人材育成のための教材を作成する D Waste（対応）災害廃棄物処理セミナーを開催するとともに、人材育成のための教材を作成する。D.Waste-
Net（災害廃棄物処理支援ネットワーク）による技術支援を実施する。

○ 事前の備えとしての計画策定の推進
（課題）災害時に廃棄物処理施設が被災することも想定した一般廃棄物処理事業の継続性の確保、受援

体制の整備等について事前に備えるための計画づくりが進んでいない。
（対応）複数市町村による災害廃棄物処理計画策定や災害時処理困難物適正処理に関するモデル事業等

により 計画策定を推進するにより、計画策定を推進する。

○ 自治体間連携の推進
（課題）一部の自治体間で包括的な協定は締結されているが、具体的な支援方法が定まっておらず、訓

練等が行われ な ため 発災後 廃棄物部局 担当者が有効 活 き な練等が行われていないため、発災後に廃棄物部局の担当者が有効に活用できていない。
（対応）地域ブロック協議会等において、自治体間の連携を促進するとともに、協同訓練を実施する。
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災害時における一般廃棄物処理の事業の継続性の確保

発災時において 災害廃棄物処理だけでなく 通常の一般廃棄物の処理が継続的かつ確実に発災時において、災害廃棄物処理だけでなく、通常の 般廃棄物の処理が継続的かつ確実に
実施されることが、公衆衛生の確保及び生活環境の保全の観点から極めて重要

市町村における平時の備え
災害時において市町村（市町村自らのほか、市町村の委託を受けた者（委託業者）や市町村の許可
を受けた一般廃棄物処理業者（許可業者）を含む）が一般廃棄物処理（収集・運搬及び処分・再生）
事業を継続するための実施体制 指揮命令系統 情報収集 連絡 協力要請等の方法 手段等の

市町村における平時の備え

事業を継続するための実施体制、指揮命令系統、情報収集・連絡・協力要請等の方法・手段等の
事業継続計画を検討

一般廃棄物処理計画や災害廃棄物処理計画等に反映一般廃棄物処理計画や災害廃棄物処理計画等に反映

組織としての事業継続能力が維持・改善されるよう、継続的な取組が必要組織としての事業継続能力が維持 改善されるよう、継続的な取組が必要

本年度の全国廃棄物・リサイクル行政主管課長会議（平成28年６月28日）において、上記内容を
周知。

廃棄物処理法に基づく基本方針の変更（平成28年1月）等を踏まえて改定した「ごみ処理基本計
画策定指針」（平成28年９月15日）において、災害時における一般廃棄物処理事業の継続性の
確保に関する取組の必要性を明記。
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⼤規模災害に備えた廃棄物処理体制検討事業
事業目的・概要等 イメージ

平成29年度予算（案） 441百万円（4百万円）
（平成28年度第2次補正予算 299百万円）

背景・目的
本年４月に熊本地震が発⽣し、熊本県及び⼤分県を中⼼に⼤きな被

害が発⽣し、100万トンを超える量の災害廃棄物が発⽣している。ま
た昨年は９月に関東・東北豪⾬災害が発⽣し 茨城県や栃⽊県 宮城

１）フォローアップと継続的な発信
○ 毎年のように発生している大規模な災害の分析
○ 災害廃棄物対策に関する継続的な情報発信

た昨年は９月に関東・東北豪⾬災害が発⽣し、茨城県や栃⽊県、宮城
県において⼤きな被害が発⽣し、今もなお災害廃棄物処理が実施され
ている。このように毎年のように激甚な災害が発⽣し、その都度さま
ざまな課題への対応が求められている。
東日本⼤震災を超える規模の⾸都直下地震や南海トラフ巨⼤地震の

発⽣も懸念されており 骨太⽅針2016においても重点事項とされてい
事業概要

発⽣も懸念されており、骨太⽅針2016においても重点事項とされてい
る国⼟強靱化の観点からも災害廃棄物処理システムの強靱化の⼀層の
推進が必要とされている。

２）地域ブロック単位での広域的な災害廃棄物連携体制の整備
○ 大規模災害時における災害廃棄物対策行動計画作成事業概要

大規模災害発生時においても強靱な災害廃棄物処理システムの
構築

１）フォローアップと継続的な発信
２）地域ブロック単位での広域的な災害廃棄物連携体制の整備

○ 地域ブロック協議会の設置、協議
○ 自治体レベルの取組加速化のための計画策定等モデル事業
○ 災害廃棄物分野のBCP策定及び図上演習モデル事業

２）地域ブロック単位での広域的な災害廃棄物連携体制の整備
３）全国レベルでの広域的な災害廃棄物連携体制の整備

事業スキーム
発注

期待される効果

３）全国レベルでの広域的な災害廃棄物連携体制の整備
○ 混合廃棄物の処理フロー、広域輸送、広域的施設の活用
○ D.Waste-Netを通じた専門家の派遣体制の維持、充実

請負事業者

報告

協議地域ブロック協議会

環境本省・地方環境事務所

期待される効果
事前に災害時の対応体制（必要な廃棄物処理施設の整備を含

む）を整備することにより、災害発⽣時において、国⺠の⽣活
環境が保たれ、早期の復旧・復興につながる。

自治体

民間事業者

D.Waste-Net※ ⽀援

※災害廃棄物処理⽀援ネットワーク
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○ D.Waste-Netは、同メンバーの協力のもと環境省が事務局となって運営。

D.Waste-Netの機能及び役割D.Waste-Netの機能及び役割

○ D.Waste-Netは、環境省から協力要請を受けて、災害の種類・規模等に応じて、災害廃棄物の処理が
適正かつ円滑・迅速に行われるよう、「発災時」と「平時」の各局面において、次の機能・役割を有する。

発災時の機能・役割

研究・専門機関：被災自治体に専門家・技術者 研究・専門機関：被災状況等の情報及び災

初動・応急対応（初期対応） 復旧・復興対応（中長期対応）

発災時の機能 役割

を派遣し、処理体制の構築、生活ごみ等や片
付けごみの排出･分別方法の周知、片付けご
み等の初期推計量に応じた一次仮置場の確
保 管理運営 悪臭 害虫対策 処理困難物対

研究 専門機関：被災状況等の情報及び災
害廃棄物量の推計、災害廃棄物処理実行
計画の策定、被災自治体による二次仮置場
及び中間処理・最終処分先の確保に対する

保・管理運営、悪臭･害虫対策、処理困難物対
応等に関する現地支援 等

一般廃棄物関係団体：被災自治体にごみ収集
車等や作業員を派遣し 生活ごみやし尿 避

技術支援 等

廃棄物処理関係団体、建設業関係団体、
輸送関係団体等：災害廃棄物処理の管理・

車等や作業員を派遣し、生活ごみやし尿、避
難所ごみ、片付けごみの収集・運搬、処理に
関する現地支援 等
（現地の状況に応じてボランティア等との連携も含む）

運営体制の構築、災害廃棄物の広域処理
の実施スキームの構築、処理施設での受
入れ調整 等

自治体による災害廃棄物処理計画等の策定や人材育成 防災訓練等 の支援

（現地の状況に応じてボランティア等との連携も含む）

平時の機能・役割

・ 自治体による災害廃棄物処理計画等の策定や人材育成、防災訓練等への支援
・ 災害廃棄物対策に関するそれぞれの対応の記録・検証、知見の伝承
・ D.Waste-Netメンバー間での交流・情報交換等を通じた防災対応力の維持・向上 等
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D.Waste-Netの災害時の支援の仕組み

活動支援

D.Waste-Net

環境省
（事務局）

要請
復旧・復興対応

支援
復旧・復興対応

支援

活動支援活動支援

要請
初動・応急対応

支援
初動・応急対応

支援 （事務局） 支援支援支援支援

災害廃棄物処理実行計画の策定等に対す
る技術支援
災害廃棄物の広域処理の実施スキームの
構築 処理施設での受入れ調整 等

協力
要請

一次仮置場の確保・管理運営、処理困難物
対応等に関する現地支援
生活ごみやし尿、避難所ごみ、片付けごみ
等の収集・運搬 処理に関する現地支援 等 構築、処理施設での受入れ調整 等

地方環境事務所

等の収集・運搬、処理に関する現地支援 等

地域ブロック協議会

自治体
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初動 応急対応 復旧 復興対応

D.Waste-Netメンバー

初動・応急対応 復旧・復興対応

（１）研究・専門機関
（研究機関・学会）
○（国研）国立環境研究所

（１）研究・専門機関
（研究機関・学会）
○（国研）国立環境研究所○（国研）国立環境研究所

○（一社）廃棄物資源循環学会
○（公財）廃棄物・3R研究財団
（専門機関）
○（一財）日本環境衛生センター

○（国研）国立環境研究所
○（公社）地盤工学会
○（一社）廃棄物資源循環学会
（専門機関）
○（一財）日本環境衛生センター○（一財）日本環境衛生センター

○（公社）日本ペストコントロール協会

（２）一般廃棄物関係団体

○（一財）日本環境衛生センター

（２）廃棄物処理関係団体
○（一社）環境衛生施設維持管理業協会
○（一社）セメント協会（２） 般廃棄物関係団体

（自治体）
○（公社）全国都市清掃会議
（民間）
○全国一般廃棄物環境整備協同組合連合会

○（ 社）セメント協会
○（公社）全国産業廃棄物連合会
○（一社）泥土リサイクル協会
○（一社）日本環境衛生施設工業会
○（一社）日本災害対応システムズ○全国 般廃棄物環境整備協同組合連合会

○全国環境整備事業協同組合連合会
○（一社）全国清掃事業連合会
○（一社）日本環境保全協会

○（ 社）日本災害対応システムズ
○（一社）日本廃棄物コンサルタント協会

（３）建設業関係団体
○（公社）全国解体工事業団体連合会○（公社）全国解体工事業団体連合会
○（一社）日本建設業連合会

（４）輸送等関係団体
○日本貨物鉄道株式会社○日本貨物鉄道株式会社
○日本内航海運組合総連合会
○リサイクルポート推進協議会

（五十音順）（五十音順）
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ご清聴ありがとうございましたご清聴ありがとうございました。

災害廃棄物対策情報サイト

http://kouikishori.env.go.jp/
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